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序　　言

　2008 年 11 月 4 日の米国大統領選挙日を目指して，共和党と民主党の大統領候補確定のた

めの政争が次第に白熱化しつつある。国内政策の最重要争点の１つは，医療の国民皆保険の可

否，さらに国民皆保険の内容（公的保険基本か，民間営利保険基本か，両者の組み合わせか）である。

EU 諸国においても，医療をめぐる多様な問題点が，ますます重要となりつつある。

　日本においても，まさに現在，医療・介護・年金・福祉などの社会保障の領域で，国民皆保

険の空洞化・薬害・医療事故・医師不足その他国民生活に直結する多様かつ深刻な諸問題が噴

出しつつある。

　本稿では，日本の「医療構造改革」の批判的検討と，日本の製薬産業をめぐる国際的・国内

的再編成の新動向の考察を主題とする。

　顧みれば，日本の医療は，「福祉元年」といわれた1973年の「老人医療無料化」にいたるまでは，

労働者・住民の「健康で文化的な暮らし」を目指す大衆的運動によって，量的にも質的にも，

改善と拡充の道を歩んでいた。しかし，「革新自治体」つぶしが続いたなかで，1970 年代半ば

から状況は変化し始めた。とくに 1980 年代の「第 2 臨調・行革」を画期として現在にいたる

までの時期は，政府と企業の負担軽減を主目的とする医療費抑制が，医療政策の基本とされ，

医療制度の改悪が続いている。1984 年までは「医療需要抑制」に重点がおかれ，1985 年以降

は「医療供給抑制」に重点がおかれた。1987年 6月の厚生省国民医療総合対策本部の「中間報告」

は，医療を，「公共サービス」から，各人の好みによって購入する「商品」に変質させること
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を目指すものであった。これは「民活」重視の路線であり，営利企業の医療・介護分野への積

極的参入に大きく道を開いた。この「中間報告」は，日本の医療保障を次第に空洞化し，営利

企業主導の米国型医療に近づけようとするものである。そして，2000 年 4 月から公的介護保

険制度が実施され，コムスンなどの営利企業の参入が奨励されるにいたったのである。以上の

歴史的経過を前提として，本論に移りたい。

Ⅰ　日本の医療と製薬業界の新しい動向

　1　日本の「医療構造改革」と製薬企業の再編成

　現在，日本における「医療構造改革」は，医療を供給する病院・診療所の経営面と医師・看

護師・薬剤師その他広義の医療従事者の労働条件と賃金の面で，危機的な状況を生み出してい

る。医療を必要とする患者・国民の側も，保険料の値上げ，窓口での自己負担増，保険料未納

の場合の保険証の取り上げ，医療機関の倒産，医師不足，産科・小児科・外科・救急医療をは

じめとする受診の困難その他深刻な実情であり，「医療崩壊の危機」とさえいわれはじめている。

　その背景には，とりわけ，1985 年の日米 MOSS（Market Oriented Sector Structure）協議以

降の米国政府と米国系多国籍企業（金融機関を含む）による米国型医療制度への強圧的な誘導が

ある
1)
。

　米国側は，「対日要望書」において，医薬品・医療機器等の分野と保険の分野での規制緩和

と市場開放を要求し続け，歴代の日本政府とりわけ小泉政権は，米国の要望の全面的実現に努

力したのである。ちなみに，国別に見て，医薬品・医療機器では，日本市場は米国市場に次ぐ

世界第 2 位の市場であり，保険では，世界第 1 位の市場である。

　日本市場の国際的比重を確認するために，2005 年 11 月から 2006 年 10 月の間の世界の

主要医薬品市場の国別・地域別の市場シェアを見れば，①米国 51％，②欧州（上位 5 ヵ国）

24％，③日本 15％，④中南米（メキシコ・ブラジル・アルゼンチン）5％，⑤カナダ 4％，⑥オー

ストラリア・ニュージーランド 1％である（IMS, Health による）。多国籍製薬企業にとっては，

米国市場が「主戦場」であるが，日本市場の重要性も明らかである。なお，厚生労働省の概算

医療費（2005 年度）約 32 兆円のうち，薬剤料は，約 22％を占める。

　「日米投資イニシァチブ」では，混合診療の解禁，株式会社病院の導入など，医療営利化の

方向を強く要求している。この領域では，日本における特定療養費制度の再編，地銀から債権

を譲渡された事業再生ファンドによる病院経営への介入，「特区」における株式会社病院の解禁，

特定検診・保健指導に伴う保健分野での営利化の進展などが注目される。すでに介護保険の領

域では，コムスンのような民間営利企業の参入が認められ，医療の領域での営利企業参入の導

  1）儀我壮一郎『薬の支配者』新日本出版社，2000 年，142 ページ以下。。
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火線となっている。

　以上の動向のなかで，「平成の大合併」が進められた 2006 年（とくに 3 月）以降，日本各地

で深刻な「地域医療崩壊現象」が生み出され，地域間格差が矛盾を増幅している。

　日本医療の深刻な様相は，「本格的には 1981 年の第 2 次臨時行政調査会設置以降の『臨調・

行革』路線以来 4 分の 1 世紀にもなろうとする長期・連続的医療費抑制政策の帰結ともいう

べきものである。／医療費抑制政策は需要抑制と供給抑制という 2 つの側面を有するが，前者

は自己負担というハードル設置による受診抑制を政策の基調とするし，後者は医療サービスの

抑制を政策の基調とする。前者を代表するのが自己負担増大と保険料負担増であり，後者を代

表するのが医師養成数抑制である。……『臨調・行革』開始以前の 1980 年（健保本人 10 割給付）

と 2003 年（健保本人 7 割給付）を比較すると，中央政府と企業が負担を減らし，地方政府と家

計が負担を増やしていることが分かる
2)
。」

　2004 年に，OECD 諸国の人口 10 万人当たり医師数は 310 人であり，日本は 210 人である。

OECD のデータから計算すると，日本の医師不足は約 13 万人になる。

　国際的に見て明らかな医師不足によって，現場（とくに病院）の医師は，超過勤務，過重労

働に追い込まれている。しかも，医療労働の場合，「技術的進歩が省力化と結びつかない」と

いう特質がある。「医療技術が進歩すれば，かつては治らなかった人が治癒して，再び医師の

前にやってくる。そうした患者の診察，治癒は難しくなり，医師の負担は増すのである
3)
。」また，

「医療技術の発展が新たな医療専門職を生み出し，新たな人件費を必要する
4)
。」

　高齢社会は喜ばしいことであるが，「それは多くの病気を持ち，体力の低い高齢者が，手術・

治療を受ける状態が広がったことでもある
5)
。」医療の側で人手を増やすしか対応の方法はな

いのに，日本では逆に医師養成を抑制するという政策的な大失敗を続けてきたのである。

　では，米国の患者・生活者の立場から見た米国医療の現状は「模範的」であるのか。日本で

は 2007 年 8 月封切のマイケル・ムーア監督の最新作映画『シッコ』（SICKO）に惨状が活写

されている。冒頭に，無保険者のきびしい実態が示される。しかし主題は，営利優先の民間保

険会社に加入していても，保険屋に医療費の支払いを拒否されて莫大な負担を強いられた人た

ち，支払いができず，病院から街頭に追い出される人，2001 年の 9.11 テロの消防などに活躍

したさいの傷病に苦しむ消防士・救命士たちなどへの劣悪な対応をめぐる米国医療体制の深刻

な諸矛盾である。後半では，カナダ，イギリス，キューバの医療の実情が米国医療と対比しつ

つ活写される。最後に描かれる人口 1200 万人のキューバには，7 万 5000 人余の医師がいて，

  2）日野秀逸「医療費抑制政策からの転換を」『世界』2008 年 2 月号，84 ページ。

  3）同上，87 ページ。

  4）同上。

  5）同上，88 ページ。
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ラテンアメリカ最大の医薬品輸出国になっている。医療は無料であり患者の負担は薬代のみで

ある。医師の国際貢献，チェルノブイリ原発事故の被災者を含む外国からの患者の受け入れ，

外国人医学生の養成など，キューバ医療の積極的側面は，刮目に値する。詳細は，吉田太郎『世

界がキューバ医療を手本にするわけ』（築地書館，2007 年）を参照していただきたい。

　現在，日本医療の「国民皆保険」を空洞化に導く「医療構造改革」が強行されつつあるが，米国，

カナダ，イギリス，フランス，キューバとの国際比較から，多くの示唆を得て，活路を切り拓

く必要がある。

　以上のような諸変化のなかで，米国系多国籍製薬企業と米国系民間営利保険企業の日本市場

における支配力・影響力が強化されつつある。なお，EU 系多国籍製薬企業と保険企業も，日

本市場の開放については，米国側と同調して日本政府と業界に「外圧」を加えている。

　欧米の製薬大企業は，1980 年代後半から，国境を越えた大型 M&A を続けて，世界市場に

おける支配的地位を強化し続けてきた（図 1 参照）。日本の製薬企業相互の大型 M&A は，時期

2007 5 13 17
11
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的に遅れて，21 世紀初頭から始まる。

　日本国内の大型 M&A は，2005 年から本格的に始まる。

　まず，山之内製薬と藤沢薬品が，2005 年 4 月に合併し，「アステラス製薬」となった。

　三共と第一製薬は，2005 年 9 月，共同持株会社「第一三共」を設立，合併へと進んだ。

　大日本製薬と住友製薬は，2005 年 10 月に合併「大日本住友製薬」となった。

　薬害エイズ，薬害 C 型肝炎の主犯となってきた薬害多発企業ミドリ十字の複雑な軌跡も重

視しよう。吉富製薬とミドリ十字は，1988 年 4 月に合併し「吉富製薬」となった。「吉富製薬」は，

2000 年 4 月，社名を「ウェルファイド」と変更。その「ウェルファイド」と「三菱東京製薬」（三

菱化学の医薬品事業分社化と東京田辺製薬との合併による）とが，2001 年 10 月に合併し，「三菱ウェ

ルファーマ」となった。さらに，「三菱ウェルファーマ」と田辺製薬が合併，2007 年 10 月「田

辺三菱製薬」となった。

　興和と日研化学は，2006 年 10 月合併，「興和創薬」となった。

　帝国臓器製薬とグレラン製薬は，2005 年 10 月合併，「あすか製薬」となった。

　大衆薬の最大手「大正製薬」は，2002 年 10 月，自社の医療用医薬品部門と富山化学との

合併による「大正富山医薬品」の新設に関与した。

　米欧の多国籍製薬企業による日本企業との合併・買収も多発した。

　ロシュ（スイス）の子会社日本ロシュと中外製薬とが 2002 年 10 月に合併，ロシュが中外製

薬への出資比率を高め，中外製薬はロシュグループに編入された。

　萬有製薬は，2004 年 4 月，メルク （米）の 100％出資子会社となり，社名も「メルク万有」

となる予定とされている。

　北陸製薬は 2002 年 2 月ダイナボットと合併して「アボットジャパン」となった。

　三井製薬は，2000 年 1 月，日本シェーリングに吸収合併され，「日本シェーリング」となった。

　日本における「外資系企業」の親会社が，図 1 のように合併すれば，当然，日本における

子会社の「外資系企業」相互の合併が進行する。実例は示すまでもあるまい。

　なお，図 1 以後の大型 M&A としては，バイエル（独）とシェリング（独）との 2006 年 7

月の合併による「バイエル・シェリング・ファーマ」（社名は予定）が注目される。

　日本企業主体の外国企業の合併・買収は，2007 年のエーザイやアステラス製薬による米国

のバイオ関連製薬企業の買収などの実例があるが，相対的に見て，米欧の多国籍製薬企業が先

行している。日本企業はインド，中国などアジア市場への事業拡張をも目指し始めている。

　米国系多国籍企業は，ロナルド・レーガンが大統領に選ばれた 1980 年から，絶対的にも相

対的にも，急激にその支配力を強化し，米国の現在の医療危機を招く重要な要因となってい

る。「1960 年から 1980 年までの間の処方薬の売り上げは，アメリカの国内総生産（GDP）の

1％でほぼ一定であった。しかし，1980 年から 2000 年の間にこの数字は 3 倍となり，今や 1
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年間の売り上げは 2000 億ドル以上だ。それに，なんと，アメリカでは製薬業は 1980 年代初

めからずっと，収益性の高い産業第 1 位にランクされているのである（2003 年のみフォーチュ

ン 500 の 47 産業中第 3 位に低落した）。この思いがけない大きな幸運には多くの要因があったが，

特に製薬会社は自分たちが販売している薬の品質については，何も考えなくても良かったとい

うことが大きい
6)
。」

　製薬業界は 2000 億ドル産業といわれるが，「これには，病院，ナーシングホーム，診療所

などで投与される大量の薬（多くの抗がん剤がこれに該当する）にかかった費用は含まれていな

い
7)
。」IMF ヘルスの統計によれば，「2002 年の時点での全世界の処方薬の売上高は 4000 億

ドルと推定されている。その半分はアメリカ合衆国のものである。2000 億ドルの巨像という

のは，実は 4000 億ドルのスーパー巨像だったのだ！8)
。」

　欧州・EU 系多国籍製薬企業は，このように急成長する米国市場への進入のためにも，また，

強力な米国系多国籍製薬企業に世界的規模で対抗するためにも，大型 M&A を続けたのである。

　2　多国籍製薬企業の世界市場支配と日本市場への侵入

　2004 年度における多国籍製薬企業の世界市場支配と日本市場への侵入の実態をみれば，表

1と表 2のとおりである。日本における市場シェアを，全世界でのシェアに近づけるためには，

表 1 の右端の「△不足」の部分を 0 とすることが 1 つの目標となり得るであろう。第 8 順位

のロシュ（スイス）が，日本市場についてすでに 0.6 となっている大きな要因としては，中外

製薬を子会社化し，とくにタミフル（インフルエンザ治療薬）の全世界での販売額の 77％以上を

日本市場で「消化」していることがある
9)
。

　日本の保険業界においても，とくに米国企業が先行し主導するがん保険を突破口とした民

間医療保険を拠点として，アリコ・ジャパン，アメリカン・ファミリー生命保険（アフラック）

をはじめ，米国系保険会社が急速にその比重を高めている。そのことは，絶間のないテレビの

CM などによっても，日夜，証明されているとおりである。1997 年以降，生命保険業界では，

千代田・東邦・東京・協栄・第百・日産・大正などの破綻が相次ぎ，外資系生命保険会社の傘

下に入る例も多かった。小泉政権の外資導入歓迎政策のもとで，2005 年 3 月末の日本の株式

に占める外国人保有率は，過去最高の 23.7％となったが，保険業では 33％となり，業種別で

は，医薬品業界に次ぐ高率の保有率となったのである
10)
。小泉政権が強行した郵政の民営化，「民

  6）マーシャ・エンジェル『ビッグ・ファーマ　製薬会社の真実』栗原千絵子・斉尾武郎共監訳，篠原出版新社，

2005 年 13 － 14 ページ。

  7）同上，14 ページ。

  8）同上，15 ページ。

  9）儀我壮一郎「タミフルをめぐる国内的・国際的諸矛盾」『医学評論』107 号，2007 年 7 月，30 ページ以下。

10）知見邦彦「保険　諸国民の利益と相容れない海外展開」『経済』2007 年 5 月号，122 ページ。
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間と競合する」簡易保険の民営化や共済の規制，さらには公的医療保険の「空洞化」も，多国

表 1　2004年度　海外大手製薬企業の市場シェア

企業名
全世界 日本 △不足

（％）順位 ％ 順位 ％

ファイザー（米） 1 9.3 5 4.2 △ 5．1
サノフィ・アペンテス（仏） 2 7.0 22 1.5 △ 5．4
グラクソ・スミスクライン（英） 3 6.6 14 2.3 △ 4．3
メルク（米） 4 4.6 10 2.7 △ 1．9
ジョンソン＆ジョンソン（米） 5 4.4 55 0.4 △ 4．0
ノバルティス（スイス） 6 4.3 6 3.7 △ 0．7
アストラゼネカ（英） 7 4.2 16 2.3 △ 1．9
ロシュ（スイス） 8 3.8 3 4.4 0.6
ブリストルマイヤーズ・スクイブ（米） 9 3.1 31 1 △ 2．1
ワイス（米） 10 2.8 ― 0 △ 2．8
イーライ・リリー（米） 11 2.6 34 0.9 △ 1．7
アポット（米） 12 2.3 54 0.4 △ 1．9
アムジェン（米） 13 2.1 ― 0 △ 2．1
武田（日） 14 1.8 1 8 6.2
ベーリンガー・インゲルハイム（独） 15 1.7 33 0.9 △ 0.8
シェーリンゲ AG（独） 16 1.3 28 1 △ 0．4
シェリング・プラウ（米） 17 1.3 51 0.8 △ 0．5
バイエル（独） 18 1.2 25 1.2 △ 0．0

　出所）『薬事ハンドブック  2006』226 ページ。

表 2　主要製薬企業の売上高と利益・配当

企 業 名 決算期
売上高 経常利益 税引利益 配当

（円）金額 伸率（％） 金額 伸率 （％）金額 伸率（％）

　武田薬品工業 2006.3 840,23 7.06 364,439 2.17 249,361 5.89 106
　アステラス製薬 2006.3 576,023 △ 7.94 159,216 △ 6.10 101,496 35.57 70
○ファイザー 2005.11 408,291 5.88 ― ― ― ― ―

　大塚製薬 2006.3 353,008 4.41 28,863 50.83 17,568 △ 8.06 75
　エーザイ 2006.3 331,959 7.8 67,338 △ 2.57 43,890 0.9 90
　三　共 2006.3 318,127 △ 6.46 48.955 △ 23.66 23,145 △ 38.36 50
○中外製薬 2005.12 314,524 10.3 76,057 59.81 51,367 56.71 34
　第一製薬 2006.3 278,193 7.03 74,16 31.67 31,199 61.63 116
○ノバルティス ファーマ 2005.12 253,000 8.82 ― ― ― ― ―

　大日本住友製薬 2006.3 232,559 45.01 27,032 154.54 15,389 129.82 12
　大正製薬 2006.3 223,034 △ 4.22 49,018 △ 13.39 36,057 0.78 30
○ジョンソン・エンド・ジョンソン 2005.12 212,645 33.81 ― ― ― ― ―

　三菱ウェルファーマ 2006.3 196,818 △ 0.55 3l,448 13.29 19,921 39.03 ―

○ゲラクソ・スミスクライン 2005.12 186,648 9.37 ― ― ― ― ―

　塩野義製薬 2006.3 183,388 1.46 28,107 10.23 26,663 49.9 16
　田辺製薬 2006.3 163,604 △ 0.40 26,315 △ 2.14 14,922 △ 7.98 20
○アストラゼネカ 2005.12 162,843 6.53 12,238 △ 10.58 5,416 △ 7.72 ―

　小野薬品工業 2006.3 147,126 2.12 58,364 △ 4.56 35,829 △ 8.06 80

　注）第一製薬と三共は 2005 年 9 月共同持株会社設立。

　　　三菱ウェルファーマと田辺製薬は 2007 年 10 月合併，田辺三菱製薬となる（予定）。○印は外資系企業

出所）『薬事ハンドブック 2007」473 ページの表を簡略化。
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籍保険企業の日本における市場拡大の目的にこたえるものである。日本の保険市場を外資に明

け渡すという動向は，製薬産業の場合と共通している。

Ⅱ　戦争・大量破壊兵器と製薬企業

　１　製薬企業の軍需企業化と戦争犯罪

　1945年5月のドイツの敗戦後，戦犯企業の IGファルベンは，次の3大後継会社に分割された。

　①　バイエル：後に，ミドリ十字とともに日本の薬害エイズ犯罪の加害企業となった。

2001 年 9 月 11 日の米国の同時多発テロ以後の「対テロ戦争」の一環としての炭疽菌病

治療薬シプロの増産によって好業績となった。2006 年 7 月，シェーリング（独）と合併，

バイエル・シェーリング・ファーマとなる。

　②　ヘキスト：マリオン・ルセル・ブラウとの合併，さらにローヌ・プーラン・ローラーと

の M&A によって，世界最大級の製薬企業アベンティスとなる。

　③　BASF（バーデン・アニリン・ソーダ）。

　ドイツ国防軍が，NATO（北大西洋条約機構）の中核となるにともなって，ドイツの軍需生産

における IG ファルベン後継 3 社の比重は，ますます増大する。

　ここで，ナチス・ドイツのもとでの世界最大級の総合化学・製薬企業 IG ファルベンの戦争

犯罪を要約しておこう。

　「1932 ～ 44 年のあいだに，IG ファルベンは合計 4,000 万マルクをヒトラーにみついだ。

……人造石油，合成アンモニア，合成ゴム――この 3 つの重要な戦略物資は，実は，ファルベ

ンがヒトラーのために供給したものであった
11)
」ドイツの軍事力のファルベンへの依存度（1943

年）は，合成ゴム 100％，メタノール 100％，血清 100％，毒ガス 100％，爆薬 84％，弾薬

70％，医薬製品 55％などである。ファルベンは「380 のドイツ会社を支配し，世界の 93 ヵ国

に散在した 500 以上の会社を保有していた
12)
」。ファルベンは，ヒトラーの国際的情報網，国

際的政治工作の拠点であった。

　この IG ファルベンが，アウシュヴィッツ収容所でいかに強制労働を利用したか，同社製の

毒ガスによって収容者をいかに大量殺戮したか，そしてその際に，医師たちがどのような役割

を担ったかについては，F.K. カウル『アウシュヴィッツの医師たち』（日野秀逸訳，三省堂，1993 年）

を，ぜひ参照していただきたい。スピルバーグ監督の米国映画「シンドラーのリスト」の位置

づけも明らかになる。

　ところで，反ファシズム戦争の主役とされた米・英両国政府も，生物兵器・大量破壊兵器の

生産と使用に大きく傾いた。生物兵器・化学兵器・核兵器の略史は，表 3のとおりである。

11）岡倉古志郎『死の商人』改訂版，新日本出版社，1999 年，105 ページ。

12）マッコンキィ『独占資本の内幕』紫田徳衛訳，岩波新書，1955 年，214 ページ。
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表 3　大量破壊兵器（ABC 兵器）の略史（ごく一部）

生物兵器 化学兵器 核兵器

旧約聖書にも使用例 毒薬（小規模）

麻薬（大規模）

化学工業発展

1914
1918（第 一 次

世界戦争 ）
毒ガス戦争

（双方から）

1925 ジュネーブ議定書によ
り禁止

同左

1932 731 部隊など（石井四
郎）の研究・開発

1939   第 二 次
　　  （世界戦争 ）　　    開始

アウシュヴィッツ（ヒトラー，
IG ファルベン）日本軍の毒ガ
ス・細菌弾（炭疽菌，ペスト
のみなど）使用（主として中国）

1942 米国フォートデトリッ
ク（ルーズベルト，メ
ルク社長）

マンハッタン計画開始

1945 英国炭疽菌爆弾使用未
遂（チャーチル）

1945 独・日敗戦。石井機関
の資料は米・ソが掌握。

1950 朝鮮戦争で使用 ヒロシマ・ナガサキ（核分裂）
原子爆弾

1954 米ソの開発・生産競争 （核融合）水素・3F 爆弾実験
ビキニ・第五福竜丸

1960 ベトナムで枯葉剤多用 1963　部分的核実験停止条
約。

1972 生物兵器禁止条約（ニ
クソン主導）

キューバへの対植物・対動物
剤などなど

1968　核拡散防止条約
（NPT）。

1991 から 米ソ相互査察

1994
1995

松本サリン事件
地下鉄サリン事件

1996　包括的核実験禁止条約
（国連総会採択）

2001 （9．11 事件）。炭疽菌
レターで死傷者

1997　米臨界前核実験開始
1998　ロシアも同上

2003 「イラクが保有」のデマ
（パウエル国務長官）イ
ラク侵略開始

同左 核兵器保有国：米，ロ，英，仏，
中，インド，パキスタン，イ
スラエル，北朝鮮……

2006 松本智津夫死刑判決

備考）大量破壊兵器の運搬手段 ①爆撃機，②原子砲，魚雷，潜水艦，③ミサイル，軍事衛星， ④人間・動物（小型・携帯

可能型核兵器，生物兵器，化学兵器）

　　   戦争の形態①地上戦，②海戦（海上戦・海中戦），③空中戦，④宇宙戦争，⑤情報戦争・IT 戦争

　　　　　　　　①局地戦，②全面戦争／「対テロ戦争」／戦争の「民営化」

出所）各種資料にもとづき，儀我が作成。
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　生物兵器の研究・開発・生産と実戦への使用では，日本陸軍の石井四郎指揮下の「関東軍

731 部隊・石井機関」が世界的に先行していた。

　米国ではルーズベルト大統領が，生物兵器開発を決断，1942 年，大統領の指示で，製薬大

企業メルクの社長ジョージ・メルクが指導者となり，現在のフォート・デトリックを拠点に

生産体制を急速に整備し，4 ポンド炭疽菌爆弾 100 万発の生産も可能となった。チャーチル英

首相は，敵国ドイツに使用するために炭疽菌爆弾 30 万発を米国に発注したが，1945 年 5 月，

ドイツが降伏したため，使用未遂に終わった。

　第 2 次大戦後，「731 部隊・石井機関」の資料の入手後も，ジョージ・メルクは，生物兵器

の開発・生産の続行を進言し，朝鮮戦争（1950 ～ 53）をはじめ，キューバなどの多くの「敵

性国家」に使用した
13)
。

　米国の最大級の製薬企業メルクの経営者は，大量殺人用の生物兵器の生産に固執したことで，

資金面，機密情報面などで，大きな利益を得た。原爆開発によって巨利を得たゼネラル・エレ

クトリック，ウェスティングハウスなどと同様の関係が見られる。そのメルクは一時，米国内

で『フォーチュン』誌において最優良企業とも評価されていた。

　現在メルクは，萬有製薬を 100％出資の子会社とし日本での地位を強化しつつある。

　ベトナム戦争における米軍の枯葉剤・毒ガスの使用状況については，中村梧郎『母は枯葉剤

を浴びた』（増補版，岩波書店，2005 年），同『戦場の枯葉剤』（岩波書店，2007 年）に凄惨な写真と

ともに詳細に記述されている。ぜひ参照していただきたい。

　ちなみに，最近の日本では，中村梧郎が指摘しているように，「ダイオキシンの毒性は心配

ない」とか，「ベトとドクにダイオキシンとの因果関係はない」などと吹聴する書籍が目立つ。

結合体双生児を英語でシャム双生児とも呼ぶが，その印象から，「インドシナ周辺には多く生

まれる」というウソの文言を信じ込む人もいる。しかし，「多発」のデータは無い。米国の枯

葉作戦さらには日本国内のダイオキシンによる加害を免罪しようとする虚言の批判が重要であ

る。

　日本では，化学兵器（毒ガス）のみではなく，生物兵器をも禁止した「ジュネーブ議定書」（1925

年）の内容が，若き日の石井四郎を「生物兵器」開発へと向わせたことは，歴史の矛盾である。

悪名高き関東軍第 731 部隊・石井機関の所業については，常石敬一『医学者たちの戦争犯罪

　関東軍第 731 部隊』（朝日新聞社，1994 年）を含む数多くの研究書があり，近藤昭二による詳

細な文献目録がある（シェルダン・H・ハリス『死の工場』近藤昭二訳，柏書房，2005 年，所収）が，

その後も，力作が相次いで刊行されつつある。詳細は，他日を期したい。

　さて，戦後の日本では，生物・化学兵器の人体実験に携わった石井四郎陸軍中将はじめ多数

13）イワノフ，ボガチ『恐怖の細菌戦』鈴木啓介監訳，中西久仁子訳，恒文社，1991 年，18 ページ。
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の人びとが，戦犯裁判を免除された。アメリカ占領軍と日本政府が共謀して，告発から保護

したのである。「日本の医学倫理や科学倫理は，これら告発を逃れた人間たちによって長い間

支配されてきた
14)
」。戦犯容疑者たちが，大学，研究所，政府機関，産業界での要職に就いた。

内藤良一は，軍医学校の防疫研究室（主幹は石井四郎）の実質的責任者であり，石井機関の要（か

なめ）であった。敗戦後，内藤は，占領軍との対応で中心的役割を果たした。彼が創設したミ

ドリ十字は，「裁かれるべきだった人間を多数採用した。また，内藤は決定を下す立場にある

厚生省の幹部が退職すると，彼らを自社に天下りさせた。……ミドリ十字は，故意に，しかも

予研の承認を得たうえで，血友病患者にエイズウイルスに感染した血液を売った
15)
」。ミドリ

十字は，フィブリノゲンの危険性を予知しながら大量販売し，薬害犯罪による多数の C 型肝

炎被害者を生んだ。同社の営利最優先と「731 部隊」以来の医の倫理無視は一貫している。戦

時中，医の倫理は最も荒廃する。2001 年の 9.11 テロ後の「対テロ戦争」のなかで，大量殺戮，

拷問，盗聴，凶悪犯罪多発等々の人権蹂躙は，米国にも，日本にも，蔓延しつつある。

　現状を見れば，第 1 に，2001 年の 9.11 同時テロ以来，米軍などのアフガニスタン侵攻，イ

ラク侵攻にともない，傷病兵対策および戦争被害者となった一般住民・難民対策という両面で，

食品と医薬品が大量に必要とされ，製薬企業の増産増収が進行中である。第 2 に，米国内を

中心に，2001 年の炭疽菌レター事件による被害者が生まれたため，「生物兵器」による被害の

予防と治療の「必要」からも，米国，EU 諸国（とくに英国，スイス，ドイツ，フランス），日本

を含む多くの国の「多国籍製薬企業」は，活況を呈している。天然痘ワクチンの増産，炭疽病

治療薬シプロ（ドイツのバイエル社）の大増産などが典型的事例である。　要するに，戦争・テ

ロの諸条件のもとで，医薬品産業が「軍需産業」化する側面が確認される。医薬品産業は，「病

の商人」であるから，戦争による犠牲者の増大を「歓迎」する。「生命を救う」ことを「建て前」

とする医薬品産業を，単純に「平和産業」とみなすことはできない。とくに日本の医薬品産業

は，戦争と侵略を有利な歴史的条件として成長してきたのである。

　2　日本製薬企業の歴史的特質

　敗戦前の日本資本主義は，軍事的・半封建的資本主義の特質をもちながら，1900 年前後に

帝国主義段階に入った。日本の製薬産業の歴史にも，この特質が，色濃く刻印されている。

　日本の西洋医療と近代的製薬企業は，とくに明治維新前後から，戦争によって生成・確立・

発展の道を歩んだ。戌辰戦争・西南戦争・日清戦争・日露戦争……などが何をもたらしたか。

即効性のある「戦陣医療」の面での西洋医療・西洋医薬品の「優越性」と漢方医・漢方薬の地

位の低下が注目される。とくに日清戦争は，この過程を加速化した。日本の「勝利」と中国に

14）シェルダン・H・ハリス『死の工場』近藤昭二訳，柏書房，2004 年，17 ページ。

15）同上，21 ページ。
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対する軽視ないし蔑視は，漢方にとってきわめて不利であった。

　また軍事的・半封建的日本帝国主義が，中国における「仁丹」の広告の普及から「仁丹帝国

主義」とよばれた側面も見落としてはなるまい。敗戦にいたるまで，国立大学病院以外の国立

病院は陸海軍病院が主軸であった。

　第 1 次世界大戦（1914 － 1918）では，輸入医薬品の減少・根絶による国産化の必要性と「敵

国ドイツ」の特許の利用可能性とが結びついて，日本の製薬企業は発展の基礎を確立すること

ができた。「平和産業」と見做されがちな製薬産業は，「戦争」によってこのような利益を得た

のである。

　ちなみに，第 2 次世界大戦（1939 － 1945）とドイツに対する勝利によって，米国の製薬企

業メルク，ファイザーその他は，同様な利益を確保したのである。

　製薬企業は，生物・化学兵器の生産と使用に深く関連している。この面では，「薬害犯罪」

の次元ではなく，完全に「死の商人」である。ナチス・ドイツの戦力を支え，アウシュビッツ

の大量殺戮に多面的にかかわった IG ファルベン（後継会社はバイエル，ヘキスト，BASF）が典

型的事例である。

　軍需産業は「死の商人」といわれるが，製薬産業は「病の商人」であり，戦争による将兵か

ら難民にいたる傷病の増加をも歓迎する基本的特徴を持つ。過剰検査と恣意的な「標準値」の

設定などで，「健康」のハードルが高くなり，「1 億総病人」に仕立て上げられることによって，

薬の市場が人為的に拡張される事例も少なくない。高脂血症の診断にさいして，善玉コレステ

ロールと悪玉コレステロールの合計値を基準としてきたが，悪玉コレステロールのみを基準と

して判断する新しい動きや，高血圧の判定基準を下げて，日本人の約 3 分の 1 を「治療対象」

とし，降圧剤の販路を拡大する動き，あるいはメタボリック・シンドローム重視にもとづく新

市場の拡充などについて，科学的根拠を明らかにする必要がある。すべて，医薬品の過剰投与

と薬害犯罪多発の可能性上昇の問題につながるからである。

　また，米国主導の「対テロ戦争」は，日本の医療と製薬企業に，次のような影響を及ぼしつ

つある。

　感染症法に結核予防法を統合した改正感染症法が，2006 年 12 月に成立した。2007 年 4 月

に結核の部分を，6 月に病原体の管理を，それぞれ段階的に施行する。改正感染症法が生物テ

ロ対策の法整備を行うことにも注目しよう。

　「テロリストによる病原体を使ったテロを防ぐため，これまで研究者任せだった病原体の管

理を法律で規定する。病原性や生命・健康に対する影響に応じて，エボラウイルスや炭疽菌な

ど 1 種から 4 種までに分類し，所持または輸入の禁止，許可および届出などの規定を設ける。

　1 種にはエボラウイルスや天然痘ウイルスなどが含まれ，所持や輸入を禁止している。厚労

相が指定する施設で所持する場合には，政省令で侵入防止の柵を設けることや実験室の鍵を 3
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重以上にすること，予備電源を設けることなどが定められる。また 1 種，2 種の病原体を所持

する研究機関などには病原体を安全に管理するため，『病原体等取扱主任者』を選任し厚労省

に届け出ることが求められる
16)
。」

　また，現在の「対テロ戦争」は，自衛隊の大量破壊兵器対処能力の整備を通じて日本の医療

と製薬産業に天然痘ワクチンの整備など多様な影響を及ぼしつつある（表 4参照）。

Ⅲ　薬害と公害・環境破壊との関係

１　公害の加害者と薬害の加害者の共通性

16）じほう編『薬事ハンドブック　2007』じほう，平成 19（2007）年，69 ページ。

表 4　自衛隊の NBC 対処能力整備の推移

（防衛庁ホームページ掲載の「防衛力整備予算の概要」各年度版により平山武久氏が作成）

年度 予算 項 目
2000 24 億円

（注 1）
NBC 対処に関する主な事業
・部外有識者を中心とした生物兵器対処懇談会の開催
・NBC に関する研究体制の充実（陸上自衛隊研究本部（新設）に「特殊武器研究官」を設置，
「部隊医学実験隊」の新編等）
・米軍の装備や対応状況の調査
・米陸化学学校，感染症研究所等での隊付訓練（研修）の実施
化学防護車調達 3 両（5 億円）（注 2）

2005 76 億円 核・生物・化学兵器による攻撃への対応
○検知・同定
・生物偵察車，生物剤警報器の整備
・NBC 偵察車の開発【新規】（注 3）
○防護
・化学防護車，個人用防護装備，部隊用防護装置等の整備
○予防
・天然痘ワクチンの整備
○診断・治療
・米陸軍への衛生連絡官の派遣
・遠隔地医療支援システム（移動式端末）の整備
○除染
・除染車，除染装置等の整備
・除染剤の更新
○人材育成
・国外隊付訓練の実施
・生物偵察軍教育基幹要員の養成【新規】
・生物偵察教育訓練用教材の取得【新規】
特殊災害への対応体制の整備（化学防護部隊の充実）
○化学防護車，除染車の整備
化学防護車調達 2 両（4 億円）

注 1）対前年度 21 億円増
注 2）前年度の化学防護車調達は 1 両

注 3）　　　　　　  放射線，化学剤，生物剤等の検知・識別・防護が可能

　　   　
主要性能

　師団等指揮システム等との連接により，汚染状況を詳細かつリアルタイムに偵察することが可能

出所）平山武久「NBC 兵器対処能力を急速に強める自衛隊」『大阪保険医雑誌』2005 年 8・9 月合併号， 22 ページ。
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　公害について，加藤邦興の鋭い指摘にまず注目しよう。

　「公害問題についての視点の第 1 は，加害者と被害者の区別である。……これにたいして，

環境問題とは，人間の社会と自然との関係における問題といえる。……／戦前の足尾鉱毒事件

と戦後の水俣病問題は，日本の公害問題における二大典型である。これらの典型を分析するこ

とによって得られる公害問題の規定は，『公害は地域ぐるみの人間と環境の収奪であり，人体

被害はその結果としての地域社会の破壊の項点』としてよい
17)
。」

　公害対策基本法（1967 年 8 月施行，1983 年 11 月廃止）では，事業活動やその他の人の活動に

ともなって生ずる相当範囲にわたる大気汚染，水質汚濁，土壌汚染，騒音，振動，地盤沈下お

よび悪臭により，人の健康または生活環境に被害が生ずることを「公害」と定めていた。この

定義によるならば，「薬害」「食品公害」などは公害ではない。この公害対策基本法と自然環境

保全法を統合して，1983（昭和 58）年に環境基本法が制定された。

　「公害（public nuisance, pollution）」とは何か。加藤邦興はいう。「……公害という表現をやめ

て，私害という表現を使うべきであるという主張もしばしばなされている。……しかし，公害

が『公』の害であるということは，公的な存在である行政が，加害者に奉仕する機能を果たし，

ときには被害の拡大を助長することによって加害者の役割を担っているという現実の表現とし

て，一定の根拠と有効性をもつといえる
18)
。」水俣病の実例が証明しているように，「公害」の

主要な加害者は，大企業・政・官・学であり，単純な定義（「私害」など）では，不十分となら

ざるをえない。薬害の主要な加害者についても同様の指摘が必要である。

　災害と公害（災害の全体像）について，宮本憲一は，次の図 2 によってそれぞれの位置づけ

と相互関係を示している。きわめて示唆に富むすぐれた図解である。私は，「全体像」とされ

るのであれば，次の諸点を追加ないし変更されることを期待する。

　第 1，「都市災害」に限定するのではなく，農山漁村さらには無人の森林・海洋・湖沼など

も含めて，「地域災害」に拡大する。

　第 2，最近多発する凶悪犯罪あるいはテロを念頭に，「交通事故」と「犯罪被害」を併記する。

　もとより，これだけで「全体像」が完備するとは思えないが，手がかりとなれば幸いである。

なお，公害・薬害を含む「産業災害」の大部分が「犯罪」であることをも註記すれば，強盗・

殺人などの凶悪犯罪との異同を検証するさいに，好都合であろう。

　2　公害と薬害・「食品公害」の比較

　災害論の全体像を論ずる中で宮本憲一は，次の諸点を指摘している。

　「公害は環境汚染・破壊にともなって生ずる社会的災害であるが，現代では類似の災害がふ

17）加藤邦興『日本公害論』青木書店，1977 年，25 － 26 ページ。

18）同上，34 ページ。
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えている。産業公害の場合，労働災害・職業病との連続性がきわめて重要である。なぜならば，

労働者は労働過程において，高濃度の有害物質に暴露し，いわば公害の実験動物とされている

ようなものである。この有害物質が煙突や排水口を通じて環境を汚染すれば，公害となる
19)
。」

実例として，アセトアルデヒドとアスベストの場合について詳論されているが，ここでは省略

する。次に，薬害・食品公害の位置づけを見よう。

　また，「近年商品の消費や廃棄にともなう公〔災？＝儀我〕害が多くなっている。薬害・食

品公害などは，『公害』ということばを使っているが，環境汚染ではなく，商品流通という資

本主義の営業それ自体のひきおこす災害である。本来商品とは社会的有用性をもつものであっ

て，それが反対に害悪を与えたといういみでは，薬害や食品公害は商品流通の基本的な性格を

侵すもので，明確な犯罪である。／薬害・食品公害は私企業の利潤追求による安全の軽視とそ

れをみとめた政府の規制の欠陥によっておこるという点では，公害と共通している。しかし，

公害は正常な商品生産・流通・消費の過程でおこるのであって，薬害・食品公害のように商品

そのものが有害なのではない
20)
。」薬害・「食品公害」などを「犯罪」としていることを重視し

たい。

　「アスベスト災害は，生産過程における労働災害，労働者家族や周辺住民の公害，商品公害

19）宮本憲一『環境経済学・新版』岩波書店，2007 年，126 ページ。

20）同上，127 ページ。
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（3000 種にのぼる商品の消費にともなう被害，とくに解体時の公害），そして廃棄物公害という経済

の全過程にわたる複合型ストック災害である
21)
。」

　被害者・患者の立場にもとづく図 3 における「公害問題」の部分は，「薬害問題」とおきか

えても，ほとんどそのまま，問題点の明示に活用できる。「認定患者」の「認定」に重大問題

があることは，原爆被害者・公害被害者・薬害被害者等々に共通する。

　薬害は，「根絶」を目指す被害者・家族・支援団体等々の努力にもかかわらず，多様化し，

多発化している。薬害犯罪の加害者は，過去の経験から深く学ぶことなく，隠蔽と問題の先送

りと小手先の対応に終始しようとする。

　しかし，たとえば薬害エイズ，薬害 C 型肝炎などの被害者をはじめその支援者は，加害者

による隠蔽と偽瞞を許さず，「根絶」への歩みは，力強いものとなりつつある。紙数の関係上，

詳論は後出の参考文献の③，⑥，⑬，⑯，蔚，鰻，浦，閏，云，運にゆずる。

　　　（参考文献）

①　日本産業調査会編『医薬品』五月書房，1955 年 3 月。

②　儀我壮一郎・上田広蔵・蔵本喜久『武田薬品・萬有製薬〔メルク〕』大月書店，1996 年 11 月。

③　儀我壮一郎『薬の支配者』新日本出版社，2001 年 1 月。

④　同「医薬品産業の国際的再編成と日本企業の立場」『医療労働』418 号，2000 年 1 月。

⑤　同「現代医療における諾矛盾」『経営情報学部論集（浜松大学）』13 巻 1 号，2000 年 6 月。

⑥　同「現代医療における倫理的諸矛盾」『経営情報学部論集（浜松大学）』13 巻 2 号，2000 年 12 月。

⑦　同「『多国籍製薬企業』に関する試論」専修大学『社会科学年報』35 号，2001 年 3 月。

⑧　同「日本の医療と医薬品産業の新局面」『専修経営研究年報』2001 年 3 月。

⑨　同「『多国籍製薬企業』と生命科学の新局面」『経済』2001 年 3 月号。

21）同上，127 － 128 ページ
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⑩　同「『IT（情報技術）革命』と 21 世紀の保健・医療・介護」『医学評論』（新日本医師協会）103 号，

2001 年 6 月号。

⑪　同「『多国籍製薬企業』と戦争」専修大学『社会科学年報』36 号，2002 年 3 月。

⑫　同「多国籍製薬企業と日本」『専修経営研究年報』26 号，2002 年 3 月。

⑬　同「生物兵器と多国籍製薬企業」『経営情報学部論集（浜松大学）』15 巻 1 号，2002 年 6 月。

⑭　同「生物兵器の謎と多国籍製薬企業」『月刊保団連』2002 年 9 月号。

⑮　同「転換期の日本医薬品産業」『専修経営研究年報』27 号，2003 年 3 月。

⑯　同「生物・化学兵器と『多国籍製薬企業』」『経済』2003 年 6 月号。

⑰　同「医薬品産業における企業の合併と買収」『経営情報学部論集（浜松大学）』16巻 2号，2003年 12月。

⑱　同「日本における製薬企業の新局面」『専修経営研究年報』28 集，2004 年 3 月。

⑲　同「『多国籍製薬企業』の新局面」専修大学『社会科学年報』38 号，2004 年 3 月。

⑳　同「規制緩和と規制強化の危険な組み合わせ」『月刊国民医療』204 号，2004 年 9 月。

蔚　同「薬害に関する試論」専修大学『社会科学研究年報』39 号，2005 年 3 月。

鰻　同「大転換期の医療と多国籍企業」『月刊国民医療』2005 年 7 月号。

姥　同「製薬会社の手はきれいか―生物化学兵器の研究開発と使用の歴史的系譜」『大阪保険医雑誌』

2005 年 8・9 月合併号。

厩　同「米国・日本・中国における医療の新動向」専修大学『社会科学研究年報』40 号，2006 年 3 月。

浦　同「生物兵器の政治経済学とマスメディア」『専修経営研究年報』30 集，2006 年 3 月。

瓜　同「生物・化学兵器と製薬企業の歴史的役割」『月刊国民医療』2006 年 10 月号。

閏　同「製薬企業の戦争犯罪と薬害犯罪」『月刊保団連』2006 年 12 月号。

噂　同「製薬企業の研究開発と「治験」・特許」『専修経営研究年報』31 集，2007 年 3 月。

云　同「日本における薬害試論」『浜松大学研究論集』20 巻 1 号，2007 年 6 月。

運　同「タミフルをめぐる国内的・国際的諸矛盾」『医学評論』107 号，2007 年 7 月。

雲　同「グローバル化と多国籍製薬企業」『オルタ』2007 年 9 月号。

荏　同「日本の『医療構造改革』と多国籍製薬企業」『専修経営研究年報』第 32 集，2 008年 3 月。

（追記）

　2007 年 2 月 9 日の玉村博巳教授の急逝，痛恨の極みです。

　顧みれば，玉村博士は，大阪市立大学商学部，同大学院経営学研究科修士課程・博士課

程を通じて，7 年間の長期にわたって，私と共に研鑽を重ねた俊秀です。フランス企業の研

究では，同学の藤本光夫博士（愛知大学）と並んで日本における開拓者です。立命館大学で

の研究・教育その他多方面のすぐれた業績はもとより，日本経営学会理事としての大きな

貢献など，いよいよこれからの大活躍と待望されていた矢先の悲報でした。

　　学問の　星　如月の　天に還る

　　惜しみつつ　なお惜しみつつ　天を仰ぐ

　玉村博士の高邁な志が継承され実現されることを切望しつつ，哀悼の意を表します。

儀　我　壮一郎






